
 

ＣＯ２ゼロエミッション技術支援事業実施要領 

 

第１ 趣旨 

農業は、土壌や水、大気、太陽エネルギーを利用して再生産を繰り返す環境と調和し

た産業であるが、化学合成された農薬や肥料、化石燃料の使用による生産活動は、生態

系や地下水への影響、温室効果ガスの排出など、自然環境だけでなく、農業者や消費者

の健康にも負荷を与えることが懸念される。 

このため、本県農業を持続可能な産業として発展させるためには、生産性の向上を図

りつつ、生産活動に伴う環境負荷をできる限り軽減し、農業の多面的機能を生かした取

組を進めていくことが必要となっている。 

そこで、土づくり等を基本に、化学合成された農薬や肥料の使用の削減に取り組む農

業者及び団体に対し、温室効果ガスである二酸化炭素（ＣＯ２）の削減につながる技術

の導入を支援する。 

 

第２ 事業実施主体 

本事業の事業実施主体は、別表１に定めるものとする。 

 

第３ 事業の内容 

本事業は、事業実施主体が行うバイオ炭施用に係る経費に対して補助を行う事業とし、

補助対象・補助額については別表２に掲げるとおりとする。 

 

第４ 事業の実施期間 

本事業は、単年度で完了することを原則とする。 

 

第５ 事業の採択要件 

 本事業の実施に当たっては、別表１の要件を全て満たすものとする。なお、環境保全

型農業直接支払交付金等により、同様の取組で支援を受けている交付対象地番（ほ場）

は、本事業の対象外とする。また、本事業において、過去にバイオ炭施用に係る支援を

受けている地番（ほ場）は対象外とする。 
 

第６ 事業の実施 

１ 事業実施計画の審査及び承認 

（１）事業実施主体は、ＣＯ２ゼロエミッション技術支援事業実施計画書（別記第１号



 

  

様式）（以下「実施計画書」という。）を作成し、別記第２号様式と併せて知事に提

出するものとする。 
（２）知事は、事業実施主体から提出のあった実施計画書の内容を審査し、適当と認め

られる場合は、これを承認し、事業実施主体へ通知するものとする。 
 

２ 事業実施計画の変更 

別表３で定める実施計画の重要な変更は、前項の（１）、（２）の手続きに準じて   

行うものとする。 

なお、軽微な変更については、必要に応じ知事に届け出るものとする。 

 

第７ 事業の指導推進 

事業実施主体は、県及び団体等と協力し、本事業の推進にあたるものとする。 

 

第８ 事業の着手  

事業の着手は、原則として、補助金交付決定に基づき行うものとする。 

ただし、事業の効果的な実施を図る上で、緊急かつやむを得ない事情がある場合には、

事業実施主体は、あらかじめ所轄の農業事務所長に適正な指導を受けた上で、その理由

を具体的に明記したＣＯ２ゼロエミッション技術支援事業交付決定前着手届出書（以下

「交付決定前着手届出書」という。）（別記第３号様式）を知事に提出するものとする。 

 

第９ 事業取組状況の報告 

１ 事業実施主体は、事業終了の翌年度から原則として２年間、バイオ炭の施用状況を

、別記第４号様式により知事に提出するものとする。 

２ 前項による知事への報告期限は、報告年度の翌年度の５月末とする。 

 

第１０ 書類の経由 

この実施要領により知事に提出する書類は、所轄の農業事務所の長を経由して提出 

しなければならない。 

 

第１１ その他 

この実施要領に定めるもののほか、本事業の実施につき必要な事項は知事が別に定め

る。 

 



 

  

 
附 則 

この実施要領は、令和４年４月１日から施行し、令和４年度から令和６年度の予算に

係る補助金に適用する。 

附 則 

この実施要領は、令和５年４月 13 日から施行する。 

  附 則 

この実施要領は、令和６年４月１日から施行する。 

  附 則 

この実施要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 

    



 

  

別表１ 事業実施主体 

対象 要件 

農業者 事業実施主体は、「エコファーマー」の認定
※１、「ちばエコ農業」推進要綱に基づく栽

培計画書の登録、「有機 JAS 認定」※２又は

「みどり法※３第２条第４項第１号に基づ

く認定」のいずれかを受けた、又は事業完

了時までに受けることが見込まれる農業者

（団体又は産地を含む）であり、次の要件

をみたすものとする。 
（１）みどり法第２条第４項第３号に基づ

く事業活動（バイオ炭施用）に関し、同法

に拠る知事の認定を受けた、又は事業完了

時までに認定を受けることが見込まれるこ

と 

（２）バイオ炭施用面積が１ha 以上である

こと 
※１持続農業法に基づく県導入指針で定める技術導入計画の認定 
※２日本農林規格等に関する法律（昭和25年法律第175号）第 14条の登録認定機関による、

有機農産物の日本農林規格に適合した有機農産物の生産を行う者としての認定 
※３みどりの食料システム法（環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低

減事業活動の促進等に関する法律）（令和４年法律第３７号） 
 
別表２ 補助対象・補助額 

補助対象 補助額 

県計画認定要領※１に定める品質及び量のバイオ炭施用 定額 

3,000 円／10a 以内 

 

※１千葉県環境負荷低減事業活動（農業分野）の実施に関する計画認定要領（令和５年３月

３０日安農第８８２号） 

 

別表３ 

重要な変更 

経費の変更 事業内容の変更 

事業実施主体にかかる事業費の30％を超え

る範囲の増減 

事業実施地区の変更 



 

  

別記第１号様式（第６関係） 

 

 

 

 

令和 年度ＣＯ２ゼロエミッション技術支援事業 
実施計画書（実績報告書） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業実施主体名                

                                          



 

  

１ 事業の目的 

 

 

 

２ 事業実施主体 

事 業 実 施 主 体 名  

設 立 年 月 日  

所 在  

代 表 者 名  

栽 培 責 任 者 名 

（所在） 

 

備     考※１  

※１備考欄には、「エコファーマー」の認定を受けている場合は「エコファーマー」、「ちばエコ農

業」の栽培計画登録を受けている場合は「ちばエコ」、「有機ＪＡＳ認定者」の場合は「有機ＪＡ

Ｓ」、「みどり認定」のいずれかを記載。見込の場合は（見込）を記載。 

 

３ バイオ炭施用の目標面積（作付実績面積） 

 １年目 

（令和 年度） 

２年目 

（令和 年度） 

３年目 

（令和 年度） 

年度ごとの実施面積 ha ha ha 

累積面積 ha ha ha 

 



 

  

４ 事業内容 

（１）作付作物・受益・負担区分 

作付作物※1 受益※2 

事業に要する 

経費 

（円） 

負担区分 

○○ ○○ 
県補助金 

（円） 

自己資金 

（円） 
戸数 

（戸） 

面積 

（a） 

戸数 

（戸） 

面積※２ 

（a） 

       

※1 作付作物ごとに記載すること。 

※２ 面積（a）は、別紙１「ＣＯ２ゼロエミッション技術支援事業 散布計画（実績）一覧」を用い

て整数で整理し、記載する。 

 

 

（２）施用計画（実績） 

別紙１のとおり 



 

  

５ 添付書類 

（１） 事業実施主体規約又は規程（個人を除く） 

（２） 誓約書（別記第５号様式）及び役員等名簿（別記第６号様式） 

（３） エコファーマー認定通知書、「ちばエコ農業」栽培計画書及び栽培計画登録通知、

有機ＪＡＳ認定書、みどり認定証書等 

（４）（自家製炭の場合）別紙３ 

（５）バイオ炭の領収書・購入伝票（実績報告時） 

（６）振込先口座情報 

（７）その他、県が必要と認める資料 

※ 実績報告時は、（１）～（３）の添付不要。 

 

 

※ 変更の場合は、変更前と変更後が比較対照できるよう、変更部分を二段書とし、変

更前を括弧書き上段に記載すること。 

 



 

  

別記第２号様式（第６関係） 

 

令和 年度ＣＯ２ゼロエミッション技術支援事業実施（変更）計画書 

 

                                                            

番 号 

令和 年  月  日 

 

千葉県知事 ○○ ○○ 様 

 

所 在 地 

名   称 

代表者氏名 

 

 

 

ＣＯ２ゼロエミッション技術支援事業実施要領第６の１の（１）の規定により、下記の

とおり提出します。 

記 

別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

別記第３号様式（第８関係） 

 

令和 年度ＣＯ２ゼロエミッション技術支援事業交付決定前着手届出書 

 

番 号 

令和 年  月  日 

 

千葉県知事 ○○ ○○ 様 

 

所 在 地 

名   称 

代表者氏名 

 

 

ＣＯ２ゼロエミッション技術支援事業実施要領第６の１の（２）の規定により承認された

実施計画に基づく下記事業について、別記条件を了承の上、補助金交付決定前に着手した

いので、ＣＯ２ゼロエミッション技術支援事業実施要領第８の規定により提出します。 

記 

作物名 戸数（戸） 面積（ａ） 
事業に要する 

経費（円） 

着手予定 

年月日 

交付決定前着手を必

要とする理由 

      

 

別記条件 

１ 補助金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した施策

に損失を生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担するものとする。 

２ 交付決定額が申請額又は申請予定額に達しない場合においても、異議がないこと。 

３ 当該施策について、着手から補助金交付決定を受ける期間内においては、計画変更

を行わないこと。 



 

  

別記第４号様式（第９関係） 

 

ＣＯ２ゼロエミッション技術支援事業取組状況報告書 

 

番 号 

令和 年  月  日 

 

千葉県知事 ○○ ○○ 様 

 

所 在 地 

名   称 

代表者氏名 

 

 

このことについて、ＣＯ２ゼロエミッション技術支援事業実施要領第９の１の規定により

下記のとおり報告します。 

記 
１ 事業の概要 

事 業 実 施 年 度 ～  年度 

事 業 実 施 主 体 名  

作付作物・戸数・面積 作物（       ）、     戸、     ａ  

事業費（うち県補助金）  

 

２ バイオ炭の施用状況 

施用面積（事業完了時） 当該年の施用面積 

            ha            ha 

 

３ 事業完了２年後のバイオ炭施用状況が７０％未満となった原因・理由 

 

 



 

  

別記第５号様式（第６関係） 

誓 約 書 

 

令和 年  月  日 

 

千葉県知事 ○○ ○○ 様 

 

所 在 地 

名   称 

代表者氏名               印 

 

 

 事業計画を提出した事業を行う者（法人その他の団体にあっては、その役員等（業務を

執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者、相談役、顧問その他の実質的

に当該団体の経営に関与している者又は当該団体の業務に係る契約を締結する権限を有す

る者をいう。）がＣＯ２ゼロエミッション技術支援事業補助金交付要綱第２条第２項各号の

いずれにも該当せず、将来においても当該各号のいずれにも該当しないことを誓約します。 

また、事業計画、補助金等の交付申請をするに当たり、上記内容に該当しないことを確

認するため千葉県が千葉県警察本部に照会することについて承諾します。 

 なお、誓約した内容と事実が相違することが判明した場合には、事業実施計画の承認を

受けられないこと、補助金の交付を受けられないこと又は補助金の交付の決定の全部若し

くは一部を取り消されることになっても異議はありません。 

また、これにより生じた損害については、当方が一切の責任を負うものとします。 

 

 

  



（別記第６号様式）（第６関係）

元号
MTSH

年 月 日

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

役員等名簿には、補助を受けようとする事業を行う者が

　　・個人である場合は本人を記載すること。

番号 職　名

　

　　　　　住所（法人その他の団体にあっては主たる事務所の所在地）

　　　　　氏名（法人その他の団体にあっては名称及び代表者の氏名）

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

現在における（　私　・　当法人（団体）　）の役員等名簿に相違ありません。

　年　　月　　日

　　・法人その他の団体である場合は、その役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準じる者、相談役、顧問その他の実質的に当該団体の
　　  経営に関与している者又は当該団体の業務に係る契約を締結する権限を有する者をいう。）を記載すること。
　　　ただし、当該団体の業務に係る契約を締結する権限を有する者については、本件補助金の申請に関する権限又は補助事業の執行に関する契約を締結する権限を
　　　委任されている者を除き省略することができる。

役　　員　　等　　名　　簿

住　　　　　所
生年月日

商号又は名称（半ｶﾅ） 商号又は名称（漢字） 氏名（半ｶﾅ） 氏名（漢字）
性別
(M･F)



【別紙1】

ＣＯ２ゼロエミッション技術支援事業 バイオ炭施用計画（実績）一覧 事業実施主体

生産者

氏名 地番・ほ場番号 面積(a) 作付作物 バイオ炭施用量 地番・ほ場番号 面積(a) 作付作物 バイオ炭施用量

バイオ炭施用完了日：
※面積は小数点１位を切り上げた面積とする（整数で記載）。

NO.
申請ほ場 実績ほ場



【別紙２】

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

【作付作物】

【バイオ炭施用】

記載方法 品目・作型等ごとに次の記号に準じて表示する。
  は種：○ー○、収穫：□ー□

 バイオ炭施用：△

ＣＯ２ゼロエミッション技術支援事業 バイオ炭施用計画

品目・作型
９月８月４月 ５月 ６月 ７月

事業実施主体

10月 ３月２月１月12月11月



【別紙3】
自家製バイオ炭調達計画（実績） 事業実施主体：

製造方法

製造予定時期
（製造時期）

製造予定量
（製造量）

原材料及びその量

※当てはまる□にチェックを記入。空欄には具体的に記載のこと。

添付書類
（実績報告時）製造したバイオ炭の写真
※製造量が分かるよう、袋詰め等された状態が望ましい。

□開放式
□その他（            ）

年    月

t

□枝   □竹    □もみ殻
□その他（       ）

量：（       ） t

製造工程
（全てチェック）

火災防止のため、製造において以下の点を遵守します（しました）。
□市町村の火災予防条例を確認し、市町村環境課及び消防署等に対し、製造に先立
ち必要な届け出を行う。
□大量の水が即座に確保できる条件で炭化を行う。
□炭化終了後、発火を防ぐため、十分な水をかけて消化を行う。
□類焼を防ぐため、風速5mを超える場合は炭化作業を見送る。


